












































































































































































































平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
4回 教育連絡調整費

事業名 本年度 前年度 比較

公立高等学校就学

支援事業 1. 226. 460 823. 195 403. 265 

財

国庫支出金

1. 226. 450 

高等学校課(内線 :7929)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

(緒眠入)

10 

トータルコスト 1， 230. 359千円(前年度 824.748千円) [正職員:O. 5人、非常勤職員1.0人]
主な業務内容 就学支援金等の支給

工程衰の政策目標(指標) 安全・安心な教育環境の整備

事業内容の説明

事業の概要

県立高校に在籍する生徒に対して、授業料と同額の「高等学校等就学支援金」を支給し、教育費

負担軽減を図る。(国10/10 学校設置者である県の授業料に充当(県による代理受領))

2 事業内容
(単位:千円)

区分 予算額 事業内容

高等学校等就学支援金 1.213.536 O県立高校に在籍する生徒に対して授業料相当額を支
対象:市町村民税所得苦手j額 援する。

304. 200円未満の世帯 対象生徒:10. 560人 (3学年分・見込み)
学び直しへの支援(高等学 68610局等学校等を中途退学した者が再び高等学校等で学
校等修学支援事業費補助金) び直す場合に、法律上の就学支援金支給期間である

36月(定時制・通信制は48月)の経過後も、卒業ま
での関(最長2年)、継続して授業料の支援を行う，

非常勤職員の配置等 7. 503 0認定等事務補助 1名
0県立高等学校の就学支援金審査事務の一部外部委託

就学支援金認定関係事務費 4. 735 0職員旅費、パソコンリース代、消耗品、郵券代
合計 1. 226.460 

〔参考〕

※平成26年度入学生から学年進行で新制度が導入された。(平成26年3月以前入学生は不徴収を継続)
※所得制限により生み出された財源は、教育費負担の軽減として、奨学のための給付金に充当される。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

1項教育総務費

4回 教育連絡調整費

高等学校課(内線 :7929)

(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較 備考

高等学校教育企画費 42， 571 42， 861 ム290 42， 571 

トータルコスト 85，460千円(前年度 85，569千円) [正職員:5， 5人]

主な業務内容 県立高校への指導助言・連絡調整、補助金申請書審査

工程表の政策目標(指標l 特色ある学校運営の推進
事業内容の説明

事業の概要

県立高等学校に対する指導・助言を行うとともに、関係団体への助成等や各学校の学校徴収

金徴収の支援を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

高等学校卒業程 国費 高等学校を卒業していない者を対象に、高等学校卒業と同等の学

度検定試験 カがある乙とを認定する試験を実施する。(年2回)
(臨)西日本地区 国費 国語施策の普及と理解を狙いとして、国語をめぐる諸問題の改善方法

圏諸問題研究協議 について研究協議会を開催する。

会の開催

教育指導費 11， 646 0学校経営、学習指導内容等について、指導主事が現地指導する。
0全国高等学校校長協会等に対する負担金
0中・四国高等学校就職対策協議会負担金
O学校徴収金未納者への支払督促用印紙代

教育文化振興費 1， 559 0児童・生徒の教育文化活動事業における優秀な生徒や団体を表
彰する。

0県高等学校家庭クラブ連盟への助成
O県学校農業クラブ連盟への助成

全国大会等派遣 26， 134 0中国大会以上の競技大会等に係る生徒引率旅費
事業 0県高等学校文化連盟、県高等学校家庭クラブ連盟、県学校農業

クラブ連盟が全国大会に出場するための生徒引率旅費

0全国産業教育フェア参加経費
0産業教育充実のための先端技術教員研修派遣

県立高等学校授 3. 232 0県立高等学校授業料等事務電算処理シスァムの委託
業料等徴収事業

合計 42， 571 

3 これまでの取組状況、改善点

-学校の実施する事業[;:指導主事が参加し、指導助言を行うことで、より効果的な事業実施につな

がっている。

-各連盟への補助金交付等により、生徒の意欲向上や規範意識向上への取組につながっている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

4目 教育連絡調整費

高等学校課(内線:7786) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
~;f 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(手数料l
入学選抜諸費 5， 620 5， 250 370 5， 620 

トータルコスト 387， 722千円(前年度 383，406千円) [正職員:49.0人]
主な業務内容 入学者選抜実施、委員会開催、教職員派遣、転入学情報提供・相談対応

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進

事業内容の説明

事業の概要

平成29年度鳥取県立高等学校入学者選抜を実施する。

2 事業内容

。入試問題の作'成

0入試実施事務
実施要項、入学志願書等関係書類の作成・印刷

平成29年度版高校ガイド(高校入試パンフレット)の作成
O県立高校入試改善専門委員会の開催
0全国入試改善協議会等への派遣

3 これまでの取組状況、改善点
問題作成、入試事務について、毎年度見直しを行うとともに、入試実施のための所要の経費を措置

することにより、「鳥取県立高等学校入学者選抜」の適正かつ円滑な実施を図るとともに、転入学及

び編入学に関する最新の情報を常時提供している。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 高等学校課(内線 :7916)
5回 教育振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

(新)主権者教育推

進事業 1. 000 。1. 000 1. 000 

トータルコスト 2， 560千円(前年度O千円) [正職員:0.2人]
主な業務内容 指導助国・連絡調整、企画・事業実施
工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進、社会の進展に対応できる教育の推進

事業内容の説明

事業の概要
公職選挙法等の一部改正により平成28年度の国政選挙から選挙権年齢が満18歳以上に引き下げ
られることに伴い、主権者として求められる力を育成するため、系統的・計画的な指導計画を
学校が立案し、各教科唯進等すにるお。いて具体的かつ実践的な教育活動を行うにあたり、必要な研修を
実施する等の取組を推

2 事業内容 (単位:千円)
区分 予算額 事業内容

模擬選挙又は模擬投票の実 100 県選挙管理委員会等と連携して、全ての県立品等学
施 校で模擬選挙又は国政選挙と連動した模擬投票を実

施する。
(新)全国規模の主権者教 720 エキスバ ト教員、指導主事等を主権者教育の充実
育研修への教員派遣 のための全国セミナ一等へ派遣し、各学校で教員研

修を実施する。
(新)主権者!教育に係る意 180 -主権者教育担当者による意見交換会の実施
見交換会の開催 -県外研修報告や研究授業等の実践報告会の実施

合計 1. 000 

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年 米子実施西品等学校で、第23回参議院議員通常選挙を題材にした模擬投票
7月 を
平成26年 日本国憲法の改正手続に関する法律の 部を改正する法律が公布・施
6月20日 t'丁-

-年齢満18年以上満20年未満の者が国政選挙に参加できるよう、必
要な法制上の措置を講ずるとととされた。
-また、衆議院及び、参議院の憲法審査会における付帯決議ピおいて、
学校教育における憲法教育等の充実を図るとととされた。

平成27年 鳥取県選挙管理委員会及び鳥取県明るい選挙推進協議会から、県内の
4月1日 小学校・中学校・高等学校へ選挙出前講座の実施について通知を発出
6月2日 鳥取県教育委員会事務局高等学校課から、すべての県立品等学校に対

し、主権者教育の充実を図るため、模擬選挙につながる取組を実施す
るよう通知を発出

7月28日 文部科学省及び総務省から、県教育委員会及び各学校へ公職選挙法の
一部を改正する法律の公布に伴う主権者教育等の充実について依頼を
発出

9月29日 文部科学省から、県教育委員会及び各学校へ品等学校等の生徒向け則
教材「私たちが拓く日本の未来j等の公表について依頼を発出

10月29日 ，文部科学省から、県教育委員会へ高等学校等における政治的教養の教
育と高等学校等の生徒による政治的活動等について通知を発出

12月17日 文部科学省及び総務省から、県教育委員会及ひ、各学校へ両校生に対す
る政治や選挙等に関する指導の充実について依頼を発出
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費 高等学校課(内線 :7916)
5目 教育振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比・較
M 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

未来を拓く学力向 (錯収入)

上事業 9， 244 11.019 ム1.775 523 8， 721 

トータルコスト 27， 959千円(前年度29，655千円) [正職員:2.4人]
主な業務内容 研修企画・実施、指導助言・連絡調整
工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進
事業内容の説明

事業の概要
学校の枠を超えた連携を深め、教員同士が協働して教科指導力の向上に取り組むことにより、
各教科等における授業改善を一層進める。
また、生徒同士が切磁琢磨しながら、進路実現に向けて学習意欲を高め、学力の向上を図る。

2 事業内容 (単位:千円)
区分 予算額 事業内容

学校連携チャレンジ・サポ ト事業 6， 000 学校の枠を超えた県全体の学力向上や知的好
奇心アップにつながる取組
<6校7事業〉 L 

商業教育フォーラム、 3校合同難関大学対策
講座、 1年生難関校志望者学習研修、地域創
造ハイスクールサミット、科学を創造する人
財育成事業、マンガの描き方講習会、中高大
連携小編成バンド活性化事業

エキスパート教員育成事業 675 県外先進校や全国規模の研究発表大会等への
派遣、授業研究等の相互研修、研修の成果と
課題についての発表会 〈対象:5人〉

高校生理数課題研究等発表会 334 数学、理科に関する探究活動を推進するため
の理数系の優秀研究の発表会

「科学の甲子園」鳥取県大会 1. 228 「科学の甲子園」全国大会出場をかけた科学
(科学技術振興機構(JST)1/2助成) の競技会。優勝チームを対象にした「強化セ

ミナー」を実施する。

専門高校活動成果発表会 1， 007 全ての専門高校における特色ある取組や活動
成果のプレゼンテーション大会の開催

合計 9，244 

3 これまでの取組状況、改善点
-教員及び生徒が学校の枠を超えて切礎琢磨する機会が大幅に増加し、教員の授業改革の意
識や生徒の学習意欲が高まった。
-平成 22~26 年度のエキスパート教員育成事業参加教員(延べ 7 6名)のうち22名が
エキスパート教員に認定された。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費・

1項教育総務費
5日 教育振興費

事業名 本年度 前年度 比較
M 
国庫支出金

高等学校課(内線 :7916)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

県立高校土曜授業等

実施事業 6， 000 4，000 2，000 6， 000 

トータルコスト 6，000千円(前年度 4，000千円) [正職員:0.0人]
主な業務内容 企画、講師依頼

工程表の政策目標l指標l 学力向上の推進
事業内容の説明〆

事業の概要
土曜日において、生徒にこれまで以上に豊かな教育環境を提供しィその成長を支えるため、
土曜授業の実施に取り組むとともに、土曜日の特性を活かして、学校と地域が連携した多様な
学習や体験活動等の機会の充実に取り組む。

2 事業内容
(1)土曜授業実施校への支援(定数)
土曜授業を実施する県立高等学校に対し、授業の実施に必要となる教職員の配置を行う。
実施校:県立高等学校 1校
回 数:月 2回程度(土曜日の午前中に実施)
土曜授業対応教員:3人(平成28年度まで)
養護担当非常勤職員・授業を行う土曜日のみ養護担当非常勤職員を配置し、生徒の突

発的なケガや病気に対応

(2)土曜授業等実施校への支援
地域の多様な経験や技能を持つ人材や、企業・関係機関等と連携し、土曜日の利点を活か
した教育活動をモデル的に行う県立高等学校に対し、必要な経費を支援する。
実施校:県立高等学校 11校程度 実施事業:19事業
※土曜日等を活用しての学力向上等のための学習会等は全ての県立高等学校で実施

[活動例]
-地域の自然を活用した体験活動
-地域学習を兼ねた地元を探究する活動
-地元大学生等を活用した土曜学習会
-大学に対する理解を深め、進路意識を向上させる取組 等

[経費]
土曜授業等実施校への支援費
6，000千円

ノ

(講師謝礼、旅費、材料費、保険料、パス{昔上代等)

3 これまでの取組状況、改善点
-平成27年度は9校17事業で実施しており、土曜日等に、地域と連携した取組や自然を探究
する取組など特色ある教育活動を実施することで、生徒の学びを深めることに成功してい

る。

-今後は、土曜日等を活用した多様な教育活動について、全県立高校での実施を目指してい

きたい。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5目 教育振興費

事業名 本年度 前年度 比較
員才

国庫支出金

源

起債

高等学校課(内線 :7959)
(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

鳥取発!両校生グロ (諸収入)

ーパルチャレンジ 13. 365 17. 654 ム4.289 3. 937 1. 200 8. 228 
事業

トータルコスト 18. 824千円(前年度 23.090千円) [正職員:O. 7人]
主な業務内容 事業実施、海外派遣企画、研修

工程表の政策目標(指標l 学力向上の推進、社会の進展1;:対応できる教育の推進
事業内容の説明

1 事業の概要
園内企業(県内企業を含む)の海外進出や外国人雇用、あるいは英語の社内公用語化などの

グローパル社会の到来を迎え、グローパル化に対応できるよう留学などの海外体験を通じて、

柔軟な思考力や豊かな表現カを持ち、国際社会で活躍する人材を育成する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

世界で学ぶl高校生 6. 015 大学進学や就職を前にした局校生を海外に派遣し、世界に目を
海外体験推進事業 向けた将来展望をもった生徒を育成

-派遣先:韓国、シンガポール、ニュージーランド

-派遣人数:17人程度(1/2本人負担)
局校生海外体験支援 2. 000 2~6週間程度の留学を希望する高校生l之助成

事業(短期留学) -助成額:往復運賃・滞在費用の112か20万円のいずれ
か低い額

-助成人数:10人
両校生海外留学支援 1. 200 1年程度の留学を希望する高校生に助成
事業 -助成額:往復運賃・滞在費用の上限30万円

-助成人数 :4人(国委託10/10: 2人、単県 :2人)
高等学校等海外派遣 3.000 各学校で実施する 2 週間~1 年未満の海外派遣プログフムに助

支援事業 成

-助成額.往復運賃・滞在費用の上限10万円
-助成人数:1校当たり10名、 3校(国委託10/10)

高校生英語弁論大会 272 英語学習の総合的な成果発表の場として開催
高校生海外留学・海 97 留学説明会及び留学経験者との意見交換会
外体験説明会 (国委託10/10)
海外勤務者派遣事業 240 海外勤務経験者による講演会や座談会を開催し、海外進出を目

指す人財を育成(国委託10/10)
(新)高校生英語プ 541 英語プレゼンァーションの手法を学び、成果発表の場を設定す
レゼンテーションカ る。

育成事業

合計 13， 365 
3 」れまでの取組状況、改善点
-高校生海外留学・海外派遣説明会に参加する生徒は増加傾向にある。

-留学を考えている生徒・保護者も一定数あり、留学等説明会に参加して留学を決めた生徒が

いるなど、海外に目を向けるきっかけとなっている。

区分 日22 H23 H24 H25 H26 H27 
高校生海外留学・海外派 47人 49人 7 2人 77人 49人 4 0，、
遣説明会参加生徒数

留学者数 4人 3人 4人 5人 4人 3人
旧27.10) 
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較tt 前年度

14， 542 

事業の概要
新学習指導要領の全面実施に向け、教員の指導力向上と、小・中・高それぞれの段階の学習
到達目標の設定とその実現状況を把握管理する。
また、グローバル化に対応した教育環境づ去りのモデルとして、小中高が連携した英語教育
の強化地域を指定し、先導的な英語教育を推進する。

新学留指導要領実施スケジ::r.-'!I 

麟盟輯

これまでの取組状況、改善点
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10款教育費
l項教育総務費

5目 教育振興費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

高等学校課(内線 :7959)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

グローバル・リーダ (緒収ス)

一育成事業 12， 938 16， 794 ム3，856 10， 004 2， 006 928 

トータルコスト 12， 938千円(前年度 16，794千円) [非常勤職員:2.0人]
主な業務内容 関係機関との調整、スーパーグローバルハイスクールの運営支援

工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進、社会の進展に対応できる教育の推進

事業内容の説明

1 事業の概要
将来様々な分野において国際的に活躍できるグローバル・リーダーを高等学校段階から育成

するため、国事業を活用して、圏内外の大学や企業、国際機関等と連携を図り、英語を使う機

会の飛躍的増加、先進的な人文科学・社会科学分野の教育の重点化等に取り組む高等学校等を

指定し、質の高いカリキュラムの開発・実践や体制整備を支援する。

(指定校:県立高等学校1校、指定期間:5年間)

2 事業内容
[指定校の具体的な取組内容(例)1 
-園内の大学と連携した人文科学、社会科学系科目の設置(教育課程の特例化)

-上記の科目の「外国人教師」による授業実施

-圏内の大学と連携した協同研究

-海外の高校と双方向通信による交流活動や合同授業

-海外の高校・大学への訪問

(単位:千円)

区分 予算額 事業内容

非常勤職員の配置 2， 037 外国人教員 l名
事務補助 1名

運営指導委員会 80 外部有識者等を交えた、運営指導委員会の開催
園内研修 1， 474 研修講師謝礼、旅費
国外研修 6， 247 事前調査、生徒・教職員派遣費
情報端末リース料 895 ICTを活用した授業実施のためのタブレット端末リース等
事務費 2， 205 報告書印刷、図書購入費等

合計 12， 938 

3 これまでの取組状況、改善点

-平成27年度、鳥取商高等学校がSGB校に指定され、豪州アデレード大学での研修に生
徒 12名が訪問するともに、鳥取大学、鳥取環境大学及び研究機関で研究に携わる研究者
等を講師として招き、生徒の研究の内容や手法、及び教員の指導について助言を受けてい

る。

-情報端末を十分活用し、教科授業における集団活動、討論などの協調的・協同的学習の手

法によって、生徒の相互理解能力や論理的思考力・情報活用能力の育成が促進されている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料
10款教育費
l項教育総務費
5目 教育振興費

事業名 本年度 前年度 比較
~t 

国庫支出金

高等学校課(内線 :7959)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源
外国語教育改善指導 日置収入)

費 127，263 127， 990 ム727 465 126， 798 

トータルコスト 172，491千円(前年度 173，027千円)[正職員:5.8人、非常勤職員:26.0人]
主な業務内容 任命、報酬|等支払、授業実施、研修派遣

工程表の政策目標(指標l 学力向上の推進
事業内容の説明
事業の概要
グローバル化が進展した現代社会において必要となる外国語教育の充実を図るため、県立高校に語

学指導等を行う外国語指導助手 (ALT)を配置する。
また、英語担当教員の指導力向上を図るため、教員を英語圏に長期間派遣し研修を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

外国語指導助 126， 063 文部科学省・外務省・総務省3省の「語学指導等を行う外国青年招致
手 (ALT) 事業 (JE Tプログラム)計画Jに基づき外国語指導助手を配置
の配置 区分 H27 H28 配置の考え方

英語 23人 24人 -全日制高校のうち21校(全22校中)に原
則1名ずつ配置
-スーパーグローバルハイスクール指定に
より生徒の英語運用力向上に取り組んで
いる学校(鳥取西高校)に1人加配
-探究文科コーヌで英語教育を重視してい
る学校(八頭高校)に1人加配
-英語による授業改革の強化と定時制での
英語指導の強化に取り組んでいる学校
(米子東高校)にl人加配

中国語 l人 0人 CH27は青谷高校への配置)

韓国語 2人 2人 -米子高校、境高校(西部地区の拠点校)

言十 26人 26人

日本人英語担 1， 200 高校の英語担当教員を英語圏の大学・研究所等へ派遣
当教員の海外 . 2か月派遣:1人 [Hn・2人]
派遣

合計 127，263 

3 これまでの取組状況、改善点
-学習指導要領改訂により、英会話スピーチ、プレゼンテーション等「話すことjや、エッセーや

意見文等「書くことJの評価が必要になり、外国語指導助手の役割が大きくなっていることから、
外国語指導助手(英語)を平成27年度から2名、平成28年度からさらにl名増員している。
-英語の授業を英語で行うことが基本となり、各学校では外国語指導助手を活用した、相互理解能

カ育成の取組が進んでいる。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5日 教育振興費

事業名 l本年度1前年度
鳥取県版キャリア教 l
育推進事業

事業内容の説明
1 事業の概要

高等学校課(内線 :7916)
(単ι止血
ミ備考

生徒一人ひとりが、将来、社会的に自立していくために、必要かつ基盤となる能力や態度を育

てるためのキャリア教育を全ての県立高校で実施し、夢や希望に向かつて果敢にチャレンジし、

将来の日本や鳥取県に貢献する気概のある生徒を育成する。

2 事業内容

s:一ヲ子
県キャリア教育推進
会議

地域の産業界と学校
のネットワーク会議

キャリア塾

r =f-'ャリアプランニ
ングスーパーパイザ
ー」配置

「キャリア教育推進
協力企業」認定制度

5， 679 

1， 260 

合計 I 14. 897 

3 これまでの取組状況、改善点

ロヂラ瓦を夜

・各高校では、各教科の授業、総合的な学習の時間、特別活動等の時間を活用して、キャリア教

育を実施してきでいる。

-また、県教育委員会では、平成25年度からキャリア教育推進会議を開催し、普通科あ含めた
高校のキャリア教育の在り方について検討するとともに、専門高校 (9校)では、「学校と地
域のネットワーク会議」を開催し、企業からの意見を参考に、授業や教育環境を改善したり、

全県立高校 (24校)で、地域、企業、卒業生等の社会人を招き、各学年の発達段階に応じた
講演会等を実施している。

・近年、就職率(県内就職者も増加)も上がっており、一定の成果は出ている反面、新規高卒就

職者の早期離職率が他県に比べて若干高い傾向にあるロ
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10款教育費
l項教育総務費

5目教育振興費

Rオ
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金

高等学校課(内線 :7916)
(単位・千円)

源 内 訳

備考

起債 その他 一般財源

外部人財活用事業 6. 150 6. 524 ム374 6. 150 

トータルコスト 25. 645千円〈前年度 25.937千円) [正職員:2. 5人]
主な業務内容 指導助言・連絡調整、企画立案・講師招璃、授業内容打ち合わせ、授業実施

工程表の政策目標(指標i 学力向上の推進、市町村、園、両等教育機関など関係機関との連携・協力の推進
事業内容の説明

事業の概要

地域社会と連携した高等学校教育を推進するため、先端技術や各教科に関する専門分野の優

れた知識・技能を有する一般の社会人や大学教員を、各教科の一部の領域を教授する講師とし

て招聴する。

2 事業内容 (単位.千円< I 
区分 予算額 事業内容

社会人講師活用事 5. 521 次の分類により一般の社会人を招轄する。
業 -教科・科目(先端技術、専門分野の優れた知識・技能、「産

業社会と人間J)に係る講師

. r総合的な学習の時間」に係る講師
-特別社会人講師(日野高等学校音楽系列)

県立高校・大学教 629 「鳥取大学及び鳥取環境大学と鳥取県立高等学校教員の相互派
員交流事業 遣に関する協定」に基づき、それぞれの大学の教員を県立高等

学校に招聴する。(鳥取大学:H1 2~、鳥取環境大学:日
1 3~) 

大学名 H28予定校数
鳥取大学 8校
鳥取環境大学 5校

合計 日.150 

3 これまでの取組状況、改善点
-社会人講師活用事業では、教員が、専門技術や専門分野の優れた知識や技能を有する者とー

緒に授業構成を考え、授業を実践することで、より高次の指導内容や効果的な授業展開への

意識を深め、授業力の向上につながっている。

-高大連携事業では、教員が、大学教員による大学での授業内容や最先端の学問・研究内容の

講義に触れることで、高校と大学の学びの連続性を意識した授業づくりに役立つている。

〔社会人講師活用事業の実施状況〕

H25:22校延べ81 8時間
H26:22校延べ805時間
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10款教育費
1項教育総務費

5日 教育振興費
目オ

事業名 本年度 前年度 比較
国庫支出金

高等学校課(内線:7 9 16) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

キャリア発達支援

事業 4，898 5， 855 ム957 4，898 

トータルコスト 10，357千円(前年度 11.291千円) [正職員:O. 7人]
主な業務内容 技能表彰、生徒引率、指導助言・連絡調整

工程表の政策目標備標) 学力向上の推進

事業内容の説明

1 事業の概要
生徒が自分の将来に明確な目標を持ち、社会人・職業人として自立していけるように、社会
のニーズ等を踏まえ、生徒一人ひとりの特性に応じた進路指導の改善や資格取得の促進を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容
資格取得支援 4，282 -介護福祉士養成研修

実施校境港総合技術
-介護職員初任者研修
実施校岩美、米子、境港総合技術、日野
取得者数 H26実績 73名
H27 (見込) 70名

-鳥取県福祉ヘルプメイト認定制度
地域社会や福祉施設等での活動に積極的に参加する生徒
に対する「鳥取県福祉ヘルプメイト資格」の認定
-職業教育技術顕彰
職業教育に関する資格取得者や各種大会等の成績優秀者
を表彰し、職業教育への学習意欲を喚起する。

農業後継者育成支援 546 -県外先進:農地を農希家望への留学研修
将来就 望する生徒を県外の先進農家に派遣し、就
農体験を通じて資質の向上を図る。(広島県への派遣)

就職環境の整備 70 -就進職路支指援導相の談充員実(キャリアアドバイザ )の配置(定数)
や求人開拓等を行うため、民間企業での

豊富な経験を有する者を就職支援相談員として配置。(専
門高校・総合学科高校を中心に17校19課程に17名聞置)
-就職問題検討会議
経済団体・学校・行政の代表者により構成し、新規高卒
者の地域の実情に応じた応募方法の在り方等を取り決め
る。
-進路指導研究協議会
県内企業経営者から企業経営や人材育成の在り方を学ぶ。

合計 4， 898 

3 これまでの取組状況、改善点
-介護福祉士養成研修について、境港総合技術高校では、 3年連続国家資格合格率100%
を達成し、全国にも誇れる学校である。生徒は、国家試験に向けて学習意欲が向上すると
ともに、地域の福祉を担う人材としての意識も高まっている。また、地域から福祉の担い
手としての期待も高く、資格取得促進を継続して実施する必要がある。

-県外先進地農家への留学研修については、就農意欲の高揚と資質の向上に寄与している。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5目教育振興費

事業名 本年度 前年度 比較
~t 
国庫支出金

高等学校課(内線 :7916)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

特例教育課程による

地域研究事業(教育 1. 855 1. 993 ム138 1， 855 
研究開発事業)

トータJレコスト 3，415千円(前年度 3，546千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 特例教育課程の編成・実施

工程表の政策目標(指標l 学力向上の推進
事業内容の説明

事業の概要

教育課程の改善に資する実証的資料を得るため、県立高校1校を文部科学省「教育研究開発
事業」の研究開発学校に指定し、現行の学習指導要領によらない教育課程の編成・実施を認め

ることにより、新しい教育課程、指導方法について、研究開発を行う。(国委託10/10)
※指定校:岩美高等学校 (H25~H28 : 4年間)

2 事業内容
0高校生として地域に貢献する活動を通じて、将来の地域を支える人材を育成するための地
域の教材化と、それをもとにした普通科としてのキャリア教育の指導に関する研究開発

0必履修科目である「科学と人間生活」に代えて、「山陰海岸ジオパークJを扱う学校設定科
自の設置

0ジオパーク関連産業へのインターンシッブ等、新しいキャリア教育関連事業の計画の作成
-実行

3 これまでの取組状況、改善点
平成26年度から特例教育課程を実施し、学校設定科目「ジオパーク IJを実施するととも
に、最終年度に向けた取組をl順次実施しており、地域特性を生かした教材の開発、地域に直結
した実習の取組等3年間を見通したキャリア教育の新しいカリキュラムの開発を行っている。
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10款教育費
l項教育総務費

5目 教育振興費

事業名

定時制通信制教育

振興費

トータルコスト
主な業務内容

工程表の政策目標l指標)
事業内容の説明

事業の概要

平成28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

1，489 1， 376 113 

高等学校課(内線:7929) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

1， 489 

3，828千円(前年度 3，706千円) [正職員:O. 3人]
教科書等購入代金給付、申請書審査・補助金の支払い、指導助田、報償費支

給

学力向上の推進

経済的に困窮しているため就業し家計を支えている生徒や、不登校などの悩みを抱えた生徒

が在籍している定時制課程及び通信制課程の教育の振興を図る。、

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

教科書等給付費 498 定時制課程及び通信市j課程に在学する生徒のうち、一定の条件を
満たす者に対し、教科書及び学習書の購入費を支援する。

鳥取県高等学校 170 鳥取県高等学校定時制通信制教育振興会に対して、活動費の一部
定時制通信制教 を助成する。

育振興会への補

劫

県立学校通信教 821 面接指導及び添削指導に従事した通信添削指導員に対して、実績
育指導員に係る に応じて報償費を支給する。

報償費の支給

合計 1，489 

3 これまでの取組状況、改善点
<教科書等の給付実績 (H26)> 

区分 人数 一人あたり冊数

定時制(教科書) 延べ26人 8. 0冊
通信制(教科書) 延べ10人 7. 5冊
通信制(学習書) 延べ10人 3. 9冊

-113-



10款教育費
l項教育総務費

5目教育振興費

事業名

中学校のための高

等学校理解促進事

業

トータルコスト
主な業務内容

工程衰の政策目標(指標l
事業内容の説明

1 事業の概要

平成28年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

1. 000 1. 000 。

高等学校課(内線 :7916)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 般財源

1. 000 

1. 780千円(前年度1.777千円) [正職員:O. 1人]
中学校との連絡調楚、指導資料作成

学力向上の推進

中学生や保護者及び中学校の教員等の高等学校に対する理解促進を図るため、参観週間等の

実施や進路指導資料の作成・配布を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容

進路指導資料「輝 1. 000 各高等学校の特色や教育内容、学校生活について理解の促
けl夢Jの作成 進を図るとともに、中学生の主体的な進路選択に役立てる

ため、各高等学校の概要を紹介した資料を、県内すべての

中学校(中学部) 2年生に配布する。

※学校裁量予算を活用し、各学校では、高等学校体験入学(夏季休業中)や高等学校参観週間

(7月-9月)を実施している。

3 これまでの取組状況、改善点
「輝け!夢Jは、中学校2年生全員に配付し、各中学校での進路指導に活用されている。「輝
け!夢」を活用する乙とで、 3年生の際の高校での体験入学や入学前授業参観に、中学生が主
体的に参加することにつながり、適切な学校選択の一助となっている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費

5目 教育振興費

M 
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金

高等学校課(内線 :7917)
(単位千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

文化芸術活動支援事

業 34，675 49， 971 ム15，296 34， 675 

トータJレコスト 37， 014千円(前年度 52，301千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 指導助言・連絡調整、補助金審査・支払い

工程表の政策目標(指標) 文化・芸術活動の一層の振興

事業内容の説明

1 事業の概要
文化部活動を活性化し、文化芸術活動に対する機運を高めるとともに、文化芸術活動の継承

者を育成する。

平成27年11月に開催した「近・充畿実高を等図学る校た総め合、文化祭鳥取大会」の成果を維持・継続し、鳥取
県の高校の文化部活動の発展 日々の部活動の環境を整える。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容
文化部校外・合同練習会等 2， 901 校外の施設を使用して練習する必要のある部門や県
支援事業 外大会等に複数校で参加する部門に対して、練習の

機会を確保する。

備品整備事業 6， 000 大会等での発表や日常の練習に必要な用具が不足し
ている学校に対し、用具等を整備する。

-郷土芸能に係る備品整備
-楽器整備
その他の備品整備

県高等学校文化連盟助成 22， 074 県高等学校文化連盟に対する経費の 部を補助す
る。

-全国高等学校総合文化祭派遣費補助

-近畿高等学校総合文化祭派遣費補助
-鳥取県高等学校総合文化祭開催費補助

文化部パワ アップ事業 3， 700 平成27年度に開催した「近畿品等学校総合文化祭鳥
取大会」の成果を維持・継続し、文化部活動のレベ

ルアップを図るため、県高等学校文化連盟に経費を
補助する。

-県外の優秀指導者による生徒への指導や合同

練習会

-全国水準の指導者研修への派遣
合計 34， 675 

3 これまでの取組状況、改善点
-近畿高等学校総合文化祭の開催準備及び運営を通じて顧問及び生徒の多様な力を引き出す

ことができた。

-また、文化部パワーアッフ事業を通じて、顧問には優秀な指導者の指導実践を観る機会や

技術向上のための研修を受ける機会を提供し、生徒にはより質の高い指導を受ける機会を

提供できた。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費 高等学校課(内線:7 9 1 7) 

(単位:千円)5目 教育振興費

事業名 本年度 前年度 比較
員オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

高校生まんが・メ

ディア芸術活動事 5， 498 9， 298 .6.3， 800 5，498 
業

トータルコスト 6， 278千円(前年度 9，298千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 講習会等企画実施、作品集等作成補助、情報発信業務

工程表の政策目標(指標) 文化・芸術活動の一層の振興

事業内容の説明

事業の概要

高校生「まんが王国とっとり」応援団の活動成果の維持・発展を目指し、平成27年度の「近畿高
等学校総合文化祭鳥取大会」のまんが部門開催を契機に設置される県高等学校文化連盟「まんが専

門部」の活動を支援するため、県高等学校文化連盟に補助する。

2 事業内容 (単位・千円)

区分 予算額 事業内容

まんが制作力向上ワークシヨツ 1， 369 専門家による技術指導や作品の講評

プ

高校生まんが展 394 特定のァーマに沿った募集作品の展示及び作品
集の制作

まんが甲子園参加支援 240 両知県で開催されるまんが甲子園本選への出
場(参加)

韓国高校生との交流 1. 036 江原アニメーション高校の生徒とまんが専門
部生徒との交流

高文連へのコーディネーター1 2，459 高文連まんが専門部の体制づくり及び活動推
名の配置 進

-加盟校同士の関係構築と活動の推進

-加盟校に出向いてのまんが制作指導

合計 5， 498 

3 これまでの取組状況、改善点

• w高校生「まんが王国とっとり」応援団』の活動を通じての学校を超えた交流や近畿高等学校総

合文化祭開催により、生徒の相互理解能力や社交性、企画力・実行力が高まっている。

-まんがを描く力が上達するようなプログラムを参加・体験型の講習会の中心に据えるとともに、

積極的に参加してもら・うような工夫や、生徒の創作意欲を高め達成感を持たせる仕掛け作りを心

がけて企画、運営をしている。

-参加・体験型講習会参加者の意欲は高〈、技術も大きく向上している。平成27度は「まんが甲子
園」で13年ぶりに本選出場を果たす参加校も出た。また、 3年間積極的に活動した参加者の作品
の完成度は高く、関連する上級学校への進学を目指す生徒が出てきている。

-参加校が地域や地元企業からの制作依頼を受けるようにもなってきており、地域活性化にも寄与

している。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費
5回 教育振興費

事業名

未来につなぐ高校

生活支援事業

トータルコスト

財
本年度 前年度 比較

国庫支出金

9. 148 11.211 ム2.063 

高等学校課(内線 :7916)
(単位・千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

9. 148 

19. 285千円(前年度 21.306千円) [正職員:1.3人]
主な業務内容 生徒への周知、指導助昌、研修会開催、関係実施機関との日程等調整

工程表の政策目標(指標) 社会全体で取り組む教育の推進、学力向上の推進、社会の進展に対応できる教育

の推進、豊かな人間性・社会性を育む教育の推進

事業内容の説明

事業の概要

未来を担う高校生の学校生活を支援するため、以下の取組を行う。

くとっとり夢プロジェクト事業>

創造力とチャレンジ精神を持った高校生の自由な発想での主体的な企画・活動を支援す

ることにより、高校生の自主性や個性を伸ばすとともに、学校や地域の活性化につなげる。

<いじめ問題支援事業>

学校でのいじめや不登校が全国的に問題になっており、初期段階でその兆候を見つける

「未然防止」及び「早期発見・早期対応」が求められている。そのために、心理検査の実

施により、学校内での人間関係を客観的に把握し、生徒一人ひとりへの適切な対応を図る。

<高校生マナーアップ推進事業>

高校生の社会の一員としての望ましい在り方・生き方の自覚を高め、高校生の規範意識

の向上を図るため、大人が手本となり、県民全体で高校生を見守り育てる運動を展開する。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事業内容
とっとり夢プロジェク 2. 000 0支援対象・県内の高校、特別支援学校高等部及び品等専門学
ト事業 校に在籍する個人文はグループで行う自主的な活動

(対象となる活動)
-学校の枠を超えて他の生徒の模範や励みとなり、学校の活
性化に資する活動
-学年、学校、校種等既存の枠を超えた創意工夫あふれる活
動

いじめ問題支援事業 7. 048 0心理検査 (hyper-QU)を活用した生徒の状況把握
全県立高校でhyper-QUを年2回実施
く対象〉 全日制l、2年生 (2年生の実施は年l回)

定時制 1~3 年生
0教職員の研修
-心理検査結果の分析や活用に関する研修の実施
-生徒指導等に関するガイドライン等の周知に関する研修の
実施

高校生マナーアップ推 100 or高校生マナーアップさわやか運動」の実施(年2回)
進事業 'JR駅周辺及び各高等学校校門付近における、あいさ

つ運動・マナーアップ呼びかけ
-列車乗車による乗車マナー指導
-各高等学校付近及び主な通学路における自転車乗車指
導

合計 9. 148 

3 これまでの取組状況、改善点

-とっとり夢プロジェクト事業は、いずれの企画も自由で創造的であり、高校生の夢を実現

する意欲や個性・創造力の伸長につながっている。

-いじめ問題支援事業は、研修会に参加した教職員が研修内容を校内で広め、生徒への何気

ない声かけや面接回数が増えてきている。また、担任以外の教職員も検査結果を活用しょ

うとする積極的な姿勢も増えている。

-高校生マナーアップ推進事業は、活動が定着してきたこともあり、高校生はもとより、地

域住民に意識啓発の機会として受け止められてきている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 高等学校課 f内線 :7916)
5目 教育振目

事 業 名 本年度 前年度 比較 玉
自己理解・他者理解
アプローチ事業 4，937 3， 710 1， 227 4，937 

トータルコスト 31. 450千円(前年度29.335千円) [正職員:3.4人]
主な業務内容 学校支援、ネットワーク構築
工程表の政策目標(指標) 特別支援教育の充実
事業内容の説明

事業の概要
県立高校3校を特別な支援を必要とする生徒を支援していくための「リーダー校」援とのし充、「霞
等学校特別支援コーディネーター」を配置して、障がい等のある生徒への指導・支 実を
図る。また、リーダー校以外の21校を「アプローチ校」として、リーダー校等の助言を受け、
当該校特別支援教育担当者を核として支援の充実を図る。

2 事業内容
(単位:千円)

I玄介 予算

アリープタローー校チ校と リーらのグ要ー請校にの応高等じて学、校発特事達別障支が業援いコ教内ー育ア察拠イ点ネやー タ が、と県連内携高し校、
500 か 関係機関

の連携 当該校の指導・支援に協力・助言等を行う。

※発白兎達養障がい教育拠点
護学校、倉吉養護学校、県立米子養護学校

自己理解・他 生徒対象の講演や研修を実施し、生徒が自分自身を理解し、発
者理解のため 1， 334 達障がい等をはじめとする自分と異なる他者への理解を進め
の生徒対象研 る。
修 例)人権教育謀、子ども発達支援課の講師派遣事業を活用

した講演、障がいのある児童生徒等との交流及び共同学習、
作業体験、ボランティア活動

自立カアップ 各学校において特別支援学校、若者サポ トスァ ションなど
プロジェクト 2， 324 の関係機関と連携し、学校の状況に応じて障がいのある生徒等
(自立活動等 の自立のために必要な力を定着するための実践研究を進める。
の研究) 例)・個別の指導計画を作成し、自立活動の指導・支援

-スクールカウンセラーや専門家と連携し、心理検査を活
用した自己理解を促進
-基礎学力定着や社会的スキル定着のための指導・支援

鳥取県高等学 0リ ダ校コ ディネタ の研究協議及びスキルアップ研
校特別支援教 737 修(年3回)
育研修 。子ども発達支援課と合同開催の特別支援教育に関する研修(年

2回)
(新)ゴ アJ コ ディネ タ や内地留学研修により発達障がい等に関する
ィネーター及 42 専門性を高めた教員(過去5年間に派遣した者)等を対象とす
び研修派遣者 る情報交換や支援に係る研究協議等(年2回/隔年実施:平成2
等フォローア 7年度は朱実施)
ップ研修
合計 4. 937 

3 これまでの取組状況、改善点
-生徒の学校生活の視察、ケース会議への出席、支援・指導の相談など、発達障がい教育拠点
である特別支援学校と各地区高校との連携が深まり、特別支援学校の専門的な知識や支援な
どが各校に活かされてきた。
-各高校同士の情報交換などの連携が進み、他校で成功している支援の取組などが共有できつ
つある。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費 高等学校課(内線:7786) 
5目 教育振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

タブレット端末de
授業改革推進事業 670 940 ム270 670 

トータJ)〆コスト 2. 230千円(前年度940千円) [IE職員:O. 2人]
主な業務内容 学習定着指導
工程表の政策目標(指標) 学力向上の推進、人的、物的な教育資源の充実

事業内容の説明

1 事業の概要
基礎的な学力の習得が不十分な生徒に対し、学校独自の基礎科目(学び直し)を設定し、タブ
レット端末を活用しながら、学習及び学カの定着指導を行うなど、 ICT機器を活用した授業
改革の推進を図る。

2 事業内容
0モデル校1校を指定し、学校独自で設定した基礎科目の授業において、小中学校の学力を補
うために、学習の一部をデジタル化し、ドリル形式の独自作成問題をタブレット型端末のア
プリケーションソフトに乗せ、生徒の学習レベルにあった問題を教材に用いて振り返り学習
を行う。
※モデル校:智頭農林高校
※特別な支援を要する生徒がいる学校、特別支援学校等と連携

0上記の取組を含め、タブレット端末を導入している学校において ICT機器を活用して、効
果的な授業の実践に取り組み、その成果を全県に広める。

〆

(単位:千円)
区分 予算額 事業内容

ICT学び直しプ 670 学び直しドリルアプリフイセンス等使用料
ロジェクト
ICT学びの充実 推進リーダー5名程度を中核とした各高校でのタブレッ
プロジェクト (アクティ ト端末を活用した効果的な授業を実施する。

ブラーニン
グ推進事業

A を活用)

3 これまでの取組状況、改善点
-智頭農林高校では、学校設定科目「マルチベーシック」を導入し、小中学校時の学習内容を
振り返りながら基礎学力を伸ばし、学ぶ喜びを実感させることで学習意欲を引き出す取組を

行っている。
-今後は、学び直しドリルアプリを活用し、確かな学力の定着と、深い学びへの到達を目指すロ
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
1項教育総務費 高等学校課(内線:7 5 1 7) 
6目 教育財産管理費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
st 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

倉吉農業高等学校 国櫨収入}

演習林活用事業 10， 136 8， 317 1， 819 3， 400 4， 871 1， 865 

トータルコスト 11， 696千円(前年度9，094千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 委託契約、検討会実施
工程表の政策目標[指標) 豊かな人間性、社会性を育む教育の推進、特色ある学校運営の推進
事業内容の説明

1 事業の概要
近年、手入れが十分できていなかった倉吉農業高等学校の演習林(約110ha)について、計
画的に間伐等の整備を行うとともに、学校教育活動のみならず、広く「県民の森」としての利
活用を行う。

2 事業内容
(単位:千円)

区 分 予算額 事業内容
演習林の間伐整備 9， 599 演習林のうち、スギ林を中心に約32ha部分について、森

林経営計画を作成し、間伐等の整備を行う。
(平成26年度~4年計画を想定)

演習林活用事業 537 演習林の教育的活用、地域住民や県民を対象とした利用に
(百年の森) ついて事業化し、社会教育の場としても積極的な利活用を

行うと同時に、林内の希少動植物の保護や森林の保全を図
ることで、地域貢献にも寄与する。

く活用例(想定)> 
-間伐体験研修
-地域・小学生との林業体験交流
-鳥獣対策とジビエ特産品化の学習
-自然の恵みを五感で体験等

計 10. 136 

【整備・活用スケジュール】

-------------"26 "27 I H28 I H29 H30- A 

、
〈 〉

間伐整備
、、 ， 
間信事業何年間) 次類整備横言書

森持活用
検討 間伐務部分から活周
〈 ;;.、、

晶、
~ 

3 これまでの取組状況、改善点

-大正5年の演習林設定以来、長年、倉吉農業高等学校生徒の林業実習の場としての役割を果た
してきたが、林業を学ぶ生徒が減っていく中で利用の機会も少なくなり、間伐など十分な管理
が出来ていない状況にあった。

-近年では、地道に同校と地域小学生との交流の場、「とっとり共生の森」としての利用など、
新たな取り組みを行いながら、有効的な活用策について検討を進めてきた。

-平成27年度からは、間伐作業の見学や間伐済部分での希少動物の調査・観察、森林ウォーキン
グ・キャンプ、ジビエ商品化学習の領域としてなど、活用を広げているところである。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
l項教育総務費 高等学校課(内線 :7917)
4日 教育連絡調整費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

[終了]近畿高等
学校総合文化祭烏 。 40， 469 ム40，469 
取大会開催事業
トータルコスト 。千円(前年度63，764千円) [正職員:一人]
主な業務内容
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

(終了理由)
事業完了のため。

10款教育費
l項教育総務費 高等学校課(内線:7916) 
5目 教職振興費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
員才 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

[終了]指導方法
の改善に関する実 。 1， 708 ム1， 708 
践研究(教育課程
研究指定校事業)
トータルコスト 。千円(前年度1，708千円) [正職員:一人]
主な業務内容
工程表の政策目標[指標}

事業内容の説明

(終了理由)
研究委託期間が終了したため。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
6項社会教育費
1自 社会教育総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財
国庫支出金

(新)青少年ふるさ

社会教育課(内線:7520) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

とキャリア教育活性 352 。 352 352 
化事業

トータルコスト 4， 251千円(前年度O千円) [正職員:0.5人]
主な業務内容 補助金交付事務、交流会の企画・運営、市町村への助言等
工程表の政策目標(指標) 社会全体で取り組む教育の推進
事業内容の説明

事業の概要
高校生・青年層を対象とするふるさと教育、キャリア教育に取り組む社会教育関係団体(市
町村、公民館、子ども会、青年団等)の活動を補助することで、地域の青年層の活動を活性化
し、地域人材を育成する。

2 事業内容
(単位:千円)

区分 予算額 事業内容

ふるさとキャリア 300 高校生・青年層を対象とした地域のふるさと教育・キャリア
教育モデル事業 教育に取り組む社会教育団体(市町村、公民館、子ども会等)

を対象として人材育成等に要する活動経費の一部を助成す
る。
上限 100千円X3団体 (3か年)

ふるさとキャリア 52 モデル事業を実施する団体が集まり、県内団体の横のつなが
教育実践交流会事 りや学びあい、他団体の青年層との交流(青年団、子ども会
業 シニアリーダ一等)を目的とした実践交流会を開催する。

[実践交流会の内容例]
-実践発表、意見交流
-先輩に聞く
-地域づくりに係る参加体験型の講習会

合計 352 

3 これまでの取組状況、改善点
-市町村や各団体で、地域との連携を図る様々な取組がされてきたところであるが、高校生世
代になると地域(生まれ育ったまち・むら)との接点はほとんどなくなる。
-生まれ育った地域の魅力や課題への意識が高まらないまま、他地域への大学進学や就職等をし
てしまうことで、将来的にも地域から離れたままとなってしまう。
-地域の大人と協働し、高校生世代が活動できる環境づくりや、高校生世代のネットワーク化が
必要である。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費

6項社会教育費

l自 社会教育総務費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

社会教育課(内線 :7519)

(単位:千円)

源 内訳
備考

起債 その他一般財源

(諸収入)

社会教育企画費 10， 332 10， 302 30 10 10，322 

トータルコスト 25， 148子円(前年度25，056千円) [正職員:1.9人、非常勤職員・1.0人]

主な業務内容 社会教育委員会議等の開催、関係先等との連絡調整等

工程表の施策目標(指標)社会全体で取り組む教育の推進

事業内容の説明

1 事業の概要

生涯学習・社会教育に係る課題解決のため、県民や市町村、実践者の意向をくみ上げた施策

立案、市町村・社会教育関係団体との連絡調整等を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事業内容

社会教育委員会議等の開催 686 社会教育に関する諸計画の立案等(委員 13名、年
3回開催)

生涯学習・社会教育関係指 180 生涯学習・社会教育について県域でリーダーとし
導者の県外研修派遣 ての活躍が期待できる人材を養成するため、県外

の各種研修・講座等に派遣する。

各種表彰選考委員会の開催 85 文部科学省が行う各種表彰について、選考委員会
を開催する。

市町村・社会教育関係団体 9， 381 市町村・社会教育関係団体等との連絡調整を行う。
等との連絡調整等

合計 10，332 

3 これまでの取組状況、改善点

社会教育指導者等研修派遣事業により、指導者の養成・資質向上を図っており、研修参加者

は、その後指導者として活動していただいている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
6項社会教育費
1目 社会教育総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

社会教育課(内線:7520) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源
ケータイ・インター
ネット教育啓発推進 6， 355 6， 395 ム40 6， 355 
事業

トータJレコスト 13，373千円(前年度 11， 831千円) [正職員:O. 9人]
主な業務内容 協議会の企画・運営、フォーラム及び講座の開催

工程表の政策目標(指標ト 社会全体で取り組む教育の推進、社会の進展に対応できる教育の推進、 安全、安心な教育環境の整備

事業内容の説明

事業の概要
ケータイ・スマホ・ゲーム機・音楽プレーヤー等のインターネット端末が急速に普及する中、
ネット犯罪やネット依存などが社会問題となっているため、保護者をはじめとする大人に対す
る、ケータイ(スマホ) ・インターネットとのより良い接し方についての教育啓発を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 事 業 内 甘品"

ケータイ・インター 1， 924 ①ケータイ・インターネット教育啓発推進協議会の開催
ネット教育啓発推進 メディアとの関わり方やケータイ・インターネット教育
協議会事業 啓発推進の方向性や施策について検討する。
(委託先:ケータイ・ ②電子メディアとの付き合い方フォーラム」の開催
インターネット教育 乳幼児の保護者、家庭教育支援関係者等を対象として、
啓発推進協議会) 乳幼児期からのメディアとの正しい付き合い方について、

広〈周知・啓発を行う。
③動画コンテンツの作成
ペアレンタルコントロール(年齢に合わせた電子メディ
アの機能制限)の設定手順をわかりやすく解説した動画コ
ンテンツを作成し、保護者等への啓発を図る。
④啓発リーフレット作成・配布(12月)
小学生、中学生及びその保護者向けに啓発パンフレット
を作成、配布する。
⑤「メディア 21: OOJ普及啓発
県PTA協議会と連携して全県への普及啓発を図る。

ケ タイ・インタ 2，703 ①鳥取県ケ タイ・インタ ネット教育推進員派遣
ネット教育啓発講師 (派遣実績:平成 26年度 119件、平成27年度 90件(12月
派遣事業 末まで)) 
(委託先:NPO法 'PTAや地域等で開催される学習会に講師を派遣する
人こども未来ネット ②鳥取県ケータイ・インターネット教育推教進育員推研進修員
ワーク) 「鳥取県ケータイ・インターネット Jのスキ

ルアップを図る研修会を実施する。 (地区別3回ずつ)
(推進員養成実績:122人(平成 27年度末見込)) 

ケータイ・インター 465 新聞広告による広報
ネット教育啓発広報
事業
(新)情報教育サボ 1， 263 情報教育サボタ を新設し、学校での情報モラル教育の支
ーター活用事業 援体制を強化する。

合計 6， 355 

3 これまでの取組状況、改善点
-ケータイ・インターネット教育啓発の推進について、携帯電話事業者やNPO法人と協働した
啓発活動は全国でも先進的な取組であり、ケータイ・インターネットの危険性について訴求す
ることができた。
-ケータイ・インターネット教育啓発講師派遣事業について、インターネットの利用状況や機器
などは日々変化・進化しているため、推進員には技能向上の研修が不可欠である。
-学校における情報モラル教育充実のために、専門性の高い地域人材の活用が必要である。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
6項社会教育費
l自 社会教育総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財
国庫支出金

社会教育課(内線:7520) 
(単位.千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 般財源
県市町村社会教育振
興事業 1， 126 2. 206 ム1， 080 1， 126 

トータルコスト 8，924千円(前年度8，418千円) [正職員:!. 0人]
主な業務内容 市町村との連絡調整、補助金交付事務、講習の開催等

工程表的政買目!I(指揮) 社会全体で取り組む教育の推進、生涯学習の環境整備と活動支援

事業内容の説明

事業の概要
県全体の社会教育の推進を図るため、地域づくり・人づくりの要となる市町村教育委員会事務
局の社会教育関係職員、公民館職員、社会教育関係者の人材育成を図る。

2 事業内容
区 分 予算額 事 業 内 ~ 

社会教育関係者研修 200 県・市町村・社会教育関係団体で組織する鳥取県社会教
(主催:鳥取県社会 育協議会の事業として、県と市町村が連携して各種研修
教育協議会) 会を実施し、社会教育関係者の人材育成を進める。

県・市町村社会教育 147 研修を通して、社会教育の推進における中核的役割を果
主事等研修会 たす社会教育主事等の役割を再確認するとともにその専

門性の向上(コーディネーター・ファシリテーター(進
行役)としての能力)を図る。
(対象)市町村の社会教育行政の中核職員
(内容)ネットワーク型行政の要としての社会教育主事の
あり方を学ぶ講演・演習

(新)広報スキルア 鳥取県広報 広報カを高めることで、多様な講座があることを「知つ

ップ研修 連絡協議会 てもらう」割合を増やし、各種講座等への参加を増やし
と連携 活性化に繋げる。

(対象)市町村、公民館、社会教育関係団体の広報担当
者

県・市町村合同研究 228 各市町村の生涯学習・社会教育の諸課題及び対応策につ
協議会の実施 いて、市町村教育長、担当職員等と協議する。

社会教育主事の養成 551 社会教育主事講習を鳥取県内で実施し、市町村教育委員
会事務局職員、公民館職員、教員等、教育関係者の社会
教育主事資格取得を支援する。

※「社会教育主事講習」
社会教育法第9条の5の規定及び社会教育主事講習等規
程に基づき、文部科学省から委嘱を受け、社会教育主事
となりうる資格を付与することを目的とした講習。

合計 1， 126 

3 これまでの取組状況、改善点
-社会教育を行う者の研修は県の役割であり、より充実した内容が求められている。
-社会教育主事講習は、市町村にとって貴重な社会教育主事養成の機会となり、平成27年度、県
-市町村の社会教育主事33名のうち 16名が本講習の受講生である。また、受講生のネットワ
ークも立ち上げられ、県内の社会教育に関する取組や情報発信も行われている。
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平成28年度一般会計当初予算説明資料

10款教育費
6項社会教育費
1自 社会教育総務費
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事 業 名 本年度 前年度 比較
目才 源 内 訳

備考
起債 その他 ー般 ~1源

社会教育関係団体
/ 

による地域づくり 3， 810 6， 050 ム2，240 3， 810 
支援事業

トータルコスト 6， 929千円(前年度 9，156千円) [正職員:0: 4人]

主な業務内容 補助金交付事務、団体代の助言等

工程表の施策目標(指標)社会全体で取り組む教育の推進、家庭教育の充実

事業内容の説明

事業の概要
f 

社会教育関係団体の教育カを活用し、子どもたちを健やかに育む地域づくりを促進するとと
もに、社会教育関係団体の人材育成等に対して補助を行う。

2 事業内容 (単位:千円)

区分 予算額 事 業 内 甘~ 

社会教育関係 3， 810 全県的な組織を有し、県の施策に合致した活動を展開している公共性
団体支援事業 のある社会教育関係団体を対象として、人材育成等に要する活動経費

の一部を助成する。

助成先 金額

鳥取県連合青年団 755 

青少年団体 ガールスカウト鳥取県連盟 455 

日本ボーイスカウト鳥取連盟 457 

鳥取県子ども会育成連絡協議会 772 

1， 081 
成人団体 鳥取県連合婦人会

鳥取県連合婦人会 290 
(臨時)平成 28年度全園地域婦人団
体連絡協議会中国ブロック会議
(開催地:米子)

3 これまでの取組状況、改善点

-少子化や地縁関係の希薄化等により、各団体の会員数が減少し、財政的に厳しい状況が続いて
いるが、各団体とも目的に沿った取組をおおむね着実に実施してきでいる。
-核家族化、少子高齢化、地域的なつながりの希薄化等により、各家庭及び地域社会の教育カの

低下が指摘されているところであり、今後ますます社会教育関係団体の活動は貴重なものとな
っている。
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